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会 議 録 

会議の名称 第 1 回 朝霞和光資源循環組合ごみ広域処理施設整備運営事業者選

定委員会 

開催日時 令和 4年 11 月 14 日（ 月 ） 

午前 10時 00分 ～ 11時 00分 

開催場所 和光市役所 4階 402会議室 

出席者委員 荒井喜久雄委員、酒井辰夫委員、宮脇健太郎委員、喜古隆広委員、清

水豊委員 

欠席者委員 なし 

事務局職員 奥山事務局長、紺清事務局次長兼総務課長、高野施設課長、飯泉課長

補佐、髙橋主査、芝垣主任 

【事務局補助（（株）エイト日本技術開発）】島宗氏、宮内氏、小梶氏、本

田氏 

参考人等 ― 

会議内容 ・事業者の選定方法について 

・事業者選定及び委員会スケジュールについて 

・実施方針（案）について 

・その他 

会議資料 資料 1 朝霞和光資源循環組合ごみ広域処理施設整備運営事業者選

定委員会委員名簿 

資料 2 朝霞和光資源循環組合ごみ広域処理施設整備運営事業者選

定委員会条例 

資料 3 委員会の運営に関する事項 

資料 4 事業者の選定方法について 

資料 5 事業者選定及び委員会スケジュール 

資料 6 朝霞和光資源循環組合ごみ広域処理施設整備・運営事業実施

方針（案） 

会議録の作成方針 会議録の作成 要旨記録 

会議録の確認方法 会議の議長による確認 

その他の必要事項 なし 

発言内容 
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１．開会 

 

2．委嘱状交付 

代表として、荒井委員に委嘱状を交付 

 

3．あいさつ 

  奥山事務局長よりあいさつ 

 

4．委員・事務局の紹介 

  委員、事務局の自己紹介 

 

5.委員長及び副委員長の指名 

  事務局より資料 2「事業者選定委員会条例」について説明 

  管理者より委員長に荒井委員、副委員長に酒井委員を指名⇒各委員、承諾 

 

6.諮問 

  事務局より資料 2「事業者選定委員会条例」について説明 

  荒井委員長へ諮問書を交付 

 

7.委員会運営について 

  事務局より資料 3「委員会の運営に関する事項」について説明 

委員 議事録の公開は「すべての審議終了後」とあるが、委員会の職務が解かれ

る時を指すか。 

事務局 事業者選定後に審査講評を取りまとめ、公表することを予定しており、議事

録についても併せて公表することを考えている。 

委員 入札公告時に委員名を事前公表することとなっているが、事前に公表する

リスクを鑑み、審議終了後に公表する方がよいのではないか。 

事務局 和光市としてこれまで委員名を事前公表している事例は少ないが、PPP事

業に関しては、より公平性・透明性を確保すべきと考えており、事前公表を

行うことによって事業者と委員の不必要な接触を避ける意図がある。また、

PFIガイドラインに則り、事務局としては事前公表を行うことが望ましいと考

えている。 

委員長 事務局の説明を踏まえ、委員名は事前公表とし、併せて事業者に対して委

員への接触を禁止する旨を明示することとする。 
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8.議題 

（１）事業者の選定方法について 

  事務局より資料 4「事業者の選定方法について」について説明した。 

委員長 本委員会では「総合評価一般競争入札方式」を採用することとする。 

（2）事業者選定及び委員会スケジュールについて 

  事務局より資料 5「事業者選定及び委員会スケジュール」について説明した。 

委員 価格以外の要素の審査に際し、行政委員の立場から専門的な部分など評

価が難しい内容について、評価の考え方のレクチャーをしていただくことは

可能か。 

事務局 適宜ご要望があればご説明を行うことも可能である。 

また、評価項目については落札者決定基準を審議していただく際に委員会

よりご意見をいただきながら精査していく予定である。 

事業者からの提案書はボリュームがあるが、わかりやすく整理したうえで審

査していただけるように進めていく予定である。 

また、第 5回、第 6回委員会では、提案内容について委員会で意見交換を

行っていただいたうえで事業者のプレゼンテーションを行い、最終的な評価

を行っていただきたいと考えている。 

（3）実施方針（案）について 

  事務局より資料 6「実施方針（案）」について説明した。 

委員 運営が 30 年となると大規模改修が含まれる可能性があると考えるが、先

行事例でも 30年の運営を条件としているものはよくあるか。 

事務局 運営期間としては 15又は 20年と設定し、施設の存続期間としては 30～

35年としている事例がほとんどである。 

本事業では、基幹改良工事を求めていないため、運営期間の 20年間は性

能が担保され、事業終了直後に不具合が起こらないような維持管理水準を

確保することを条件としている。事業者の提案水準を揃えるためにも、今

後、要求水準書等で考え方を整理していきたい。 

委員 ①仮に 1社しか応募がなかった場合の考え方を教えて頂きたい。 

②事業者の経営状態を判断する様式の提出を求めることはあるか。 

③P.11現場総括責任者の配置を運営開始後 2年間とした理由はなにか。 

事務局 ①複数社の応募を期待したいが、1 社応募だった場合にも入札が成立する

建付けとしたいと考えている。 

②経営状況の判断としては、基本的に経審点をもって判断する。今後、資

格審査の際に必要な書類や確認する事項等を事務局で精査していきた

いと考えている。 

③現場総括責任者は、施設に専任で配置する必要があり、人材も限りがあ

るため、期間が長いほど条件が厳しくなる。事業が安定するまでの最低
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の期間として 2年間と設定している。 

今後、実施方針に対して質疑・意見等が出た場合は、資格要件を緩和す

る可能性もあるが、まずは事務局案として現在の条件としている。 

委員 ①用語の定義では、「本事業」等の主要な用語を先に書くほうが分かりやす

いのではないか。 

②用語の定義 No.35が欠番となっているため修正すること。 

③「本施設」について、用語の定義と P.2 の定義が異なるため、統一するこ

と。 

④P.3「地域住民等」とあるが、本事業に対して意見を述べられる立場のた

め、用語の定義に追記した方がよいのではないか。 

⑤別紙 2 リスク分担表で議会の議決を得られない場合に、組合・事業者と

もに△になっているが、組合が主分担ではないか。 

事務局 ①用語の定義は、五十音順となっている。同種の内容をグルーピングする

など分かりやすい方法があれば対応する。 

②③④内容を確認し、必要な修正を行う。 

⑤議会の議決を得られない場合のリスクについては双方に請求しないとい

う意図で組合・事業者ともに△としている。 

委員長 今回の審議の内容を組合で反映し、修正のうえ報告すること。 

（４）その他 

  事務局より以下の点を連絡した。 

・委員報酬は条例に基づき会議開催後に交通費と併せて事前登録いただいた口座に振り

込む。 

・次回委員会は令和 5年 1月に開催予定である。日程が決定し次第連絡する。 

 

9．閉会 

以上 

 


